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団として，世界最大のスクリーンをもって全国
レベルで活躍している(写真 1)。
昭和39年12月には，こどものからだとこころ
をよりよい環境で育てることを目指して大学構
内に「児童科学センタ一発達クリニック」が設
置され，昭和63年まで小児科診療所・乳児観察
室を開設して(写真2)，乳児 (0~ 2歳)を対
象に保育所兼小児保健・保育実習の場，さらに
は心理臨床教育の場として，児童学科の教育・
研究，地域社会への貢献のみならず，わが国の
女子大学教育のモデルとして寄与してきた。現
在なおその設備を用いて，保育実習や高木徳子
を中心とした障害児療育・臨床心理教育が続け
られている。
昭和41年には，これらの実践的活動が大きく
評価され，大学院修士課程として家政学研究科
(児童学専攻)が本学で最初に設置された。以
来国内外の研究交流の場として，当科は大きな
役割を果たしている。
平成 9年6月の児童福祉法等一部改正により，
保育制度，保育所制度が大きく改められた。そ
の結果，入所方式が従来の「保育に欠ける」乳
幼児の措置から利用者の選択方式となった。保
育所が自由に選択されるには，各国が利用者の
要望に応えるべく，保育の体制を整え，多様な
保育が展開される必要が生じる。保育の多様性
は質の多様化でもある。
保育制度が公的な社会制度であることより，
保育所情報の開示義務がうたわれ，客観的な評
価基準・方法などの策定に，佐藤益子は研究協
力者として参画した。この評価では主として，
「児童学科」半世紀に,保 育の質向上を目指 して
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保育所と保育士の専門性が問われる。すなわち，
保育士は，従来の通所児の子育てと就労の両立
支援のみならず，都市化・核家族化および地域
の社会的連体制の希薄化による育児不安ひいて
は頻発する児童虐待の防止などにも対応し，さ
らに地域を越えての子育て家庭支援に対応でき
る高度の専門的知識と技能が必要とされる。こ
のような社会的要請に応えるため， 4年間の教
育課程による保育士養成は今日的急務の課題で
あった。特に乳幼児期は，生涯にわたる人間形
成の基礎を培う極めて重要な時期である。京都
女子大学児童学科は，設立当初より，当時の文
部省が掲げる児童学の 5領域中児童福祉学を除
く児童心理学，児童保健学，児童文化学，児童
教育学の研究領域に，専門教員の充実がはから
れ，単に子どもの健全育成の理論のみならず前
述のような実践教育が展開されていた。
これらの経緯と実績を踏まえ，低年齢児ほか
多様な保育の社会的ニーズに対応し，少子高齢
社会のわが国の次代を担う子どもを健全に育成
する保育士を社会に送り出す使命があると考え，
平成12(2000)年度に，児童学科の熱意と努力
により， 4年制保育士養成課程の設置認可を申
請するに至った。
ここに，申請の概要を掲げ，平成16年3月に，
児童学に関する広い理論と知識・技能を備えた
指導的役割担う保育士を社会に送り出すエール
としたい。
く児童学科保育士養成の目指すもの〉
① 高度な専門的知識と技能を持った保育士の
みならず，指導的役割を担う保育士を養成す
る。
京都女子大学では，平成12年度 (2000年)に，
現代社会学部を増設，これに合わせて既存学部
の教育課程の見直しが行われた。児童学科にお
ける教育は，人聞の原点である子どもを，心身
の統一体として捉ふ児童心理・児童保健・児
童文化・児童教育の 4領域を柱として，児童の
心身の健全な育成は勿論のこと，人間に多面的
にアプローチできる人材を輩出することを基本
としている。
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さらに，近年の社会環境の変化に，子どもの
健全な成長が危機にさらされていることに対応
するには，単に専門的知識のみならず，宗教教
育を基礎とする人間性の育成が改めて関われて
いる。本学ではすでに，建学の精神が機軸となっ
た宗教教育が展開されている。
保育所に児童館や老人デイケア併設などの多
機能化が求められる今日，児童福祉施設からの
求人は増加し，多面的な関わりが可能である児
童学科卒業生はすでに高い評価を得ている。し
かし現状では，児童学科卒業後，保母として就
職した場合，待遇としては，不本意ながら短期
大学または高等専門学校卒と見なされてきた。
高学歴化が進み，男女共同参画社会が具現化し
つつある今日，大学卒の指導的役割を担う保育
士の養成が必要と考え実施した。
② 低年齢児保育や病児保育に必要な知識と技
能を備えた保育士を養成する。
保育保健学専門の教授らによる乳児保育の長
期追跡研究を通じて，近年必要性が高まってい
る産休明け保育，乳児保育などに対する学生の
理解と意欲が深まっている。実践の場としては，
元発達クリニック乳児観察室における，はふく
室・沫浴室・子ども用トイレ・食堂・調理室を
そのまま使用し，蘇生人形を用いた必修実習を
行っている。
③ 障害児保育・統合保育に対応できる専門知
識と技能を持つ保育士を養成する。
発達心理学専門の教授らによる障害児療育教
室は，元発達クリニック時より通所している自
閉症者の社会支援をはじめ障害乳幼児のトレー
ニングや地域の子育て支援に関わる教育・研究
に貢献している。学生・大学院生は遊戯療法実
習室における自閉症児・者をはじめとする障害
児療育，教育相談に参加することにより，体験
学習を重ねている。
④ 児童文化学の理論と優れた保育技能を持つ
保育士を養成する。
児童文化専門の教授らによる児童文化学の理
論を通して，児童文化財・児童文化活動の本質
を見極め，創作絵本，影絵・玩具製作などの実
習において理解を深め体得している。また，よ
り優れた児童文化を子ども達に提供するための
「児童学科」半世紀に，保育の質向上を目指して
実践活動を行ってきた「京都女子大子どもの劇
場」は，年間 1~ 2回の全国公演，数10回にお
よぶ保育所巡回公演により子どもに夢を育んで
きた42年の実績がある。社会的活動としては児
童文化施設「現代子づくり玩具館」を設立した
村栄喜代子による地域の子ども達との玩具づく
りの実践や，福祉施設指導員に対する実技研修
などを通じ保育技能の指導を実施してきた。
⑤ 子育て家庭の育児不安などに対応できるカ
ウンセリングの理論と技能を備えた保育士を
養成する。
学生はカウンセリング専門の教員による，カ
ウンセリングの理論と実際を体験学習し，一般
市民に対する公開講座「心の悩みを聴く体験学
習 カウンセリング実技講座一」は例年盛況で
ある。
⑥ 幼稚園教育要領との整合により，保育の多
様化に対応できる保育士を養成する。
本児童学科の教育課程は，保育士指定科目に
加えて教職科目を履修することにより幼稚園教
諭一種免許を取得可能とするよう構成きれてお
り，これからの幼稚園併設保育園などの保育機
能の多様化に対応できる。
⑦ 広い社会支援ができる保育士を養成する。
本学の基礎教育には，仏教学・言語コミュニ
ケーション・情報コミュニケーション・スポー
ツ科学実習および、総合教育科目(人権と共生社
会・女性について考える・子どもを育む環境・
異文化交流)などが必修科目として聞かれてお
り，これからの保育士に求められる幅広い社会
支援ができる人材が輩出できる。
く卒業後の見通し〉
現状においては，保育園や児童館からの児童
学科卒業生の求人は，まだそれほど多くはない
が，京都市版エンゼ/レプランとして「京都市児
童育成計画」が10年間にわたり策定されており，
低年齢児保育・時間延長保育・一時的保育・休
日保育・障害児保育・乳幼児健康支援デイサー
ビスセンターや民間保育サービスなどへの需要
が期待される。
児童学科の今後
京都女子大学はいま，平成16(2004)年度に
向けて改組中である。平成12(2000)年度に現
代社会学部が新設されたが，このたびの新学部
設立は，「発達教育学部」である。家政学部児童
学科と文学部教育学科が統合し，さらにより深
く人聞の本質を探究する子育て支援の専門家を
養成することを目指して，鋭意設立準備中であ
る。
超高齢化社会の到来とともに，少子化対策と
次世代を担う子どもの健全育成は，いまやわが
国の最重要課題となっている。とりわけ児童.の
問題行動に社会的関心が高まり，思春期の健康
教育をはじめとする母性の育成や人生を決める
といわれる脳発達の著しい乳幼児期における成
長・発達の知見を踏まえた人間育成および多角
的・総合的かつ質の高い子育て支援に関わる教
育・研究が，重要不可欠な現状である。そこで，
心身の健全な発達と児童の所有する可能性を最
大限に育成する人間形成的意義を探求し，人間
に多面的にアプローチできる人材を輩出するこ
とが期待されている。これまでの保育士が国家
資格となり，幼稚園教諭・小学校教諭免許と併
せて取得可能とすることの必要性が今後さらに
高まると思われる。「児童学科」の卒業生が，次
世代の社会を担う子どもにとって何が最善であ
るかを見究め，有能な子育て支援の専門家とし
て国内外で活躍することを期待したい。
半世紀の輝かしい歴史ある児童学科が，さら
に飛躍的に発展することを期して止まない。
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